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ロシア 

Q&A 

 

Q1 貴国において以下の項目に対する有効な刑事執行はありますか。 

A1  (a)特許 ある (b)実用新案 ある (c)工業意匠 ある (d)商標 ある (e)著作 ある 

  (f)その他 ある 営業秘密 

Q2 貴国において知的財産に関する犯罪行為に対して存在する救済をご教示ください。 

A2 自由刑、義務的な作業、義務的な労働、矯正的な労働、罰金刑が存在する。量刑は事件の状況に応じて裁

判所裁判官が判断する。 

Q3 権利者はどの機関に対して知財侵害に関する告訴を行えば良いか。 

A3 (a)警察当局ー可能 (b)警察官事務所ー可能 (c)刑事裁判所ー不可能  

(d)その他ー連邦公正取引委員会、連邦税関、知的財産局 

Q4 実施権者（ライセンシー）が権利者に代わって告訴できますか。またそうするために何か要件はありますか？ 

A4 可能である。民法第 1229 条に基づき、専用実施権者、あるいは権利者より委任を受けた通常実施権者によ

る手続きが可能とされている。  

  

 民法 

第 1229 条  

1. 知的活動の成果又は識別手段に対する排他的権利を有する市民又は法人(権利者)は、あらゆる合法

的方法で自己の裁量で、当該成果又は当該手段を使用する権利を有するものとする。 権利者は、本法

に別段の定めがない限り、知的活動の成果又は識別手段に対する排他的権利を処分することができる

(第 1233 条)。 権利者は、他人が知的活動の成果又は識別手段を使用することを自己の裁量で許諾

し又は禁止することができる。禁止しないことをもって、同意(許諾)とされることはない。他人は、本法に定め

る場合を除き、権利者の同意なく、各知的活動の成果又は識別手段を使用してはならない。権利者の同

意を得ずに行われる知的活動の成果又は識別手段の使用(本法に定める方法による使用を含む。)は、

権利者の同意を得ることなく権利者以外の者が当該成果又は手段を使用することが本法上認められてい

る場合を除き違法であるものとし、本法及び他の法令に定める責任を負うものとする。  

 

2. 知的活動の成果又は識別手段に対する排他的権利(商号に係る排他的権利を除く。)は、単一の者に

又は複数人に共同で帰属するものとする。  

 

3. 知的活動の成果又は識別手段に対する排他権が複数の者に共同で属する場合は、本法に別段の規定

があるか又は権利所有者間に別段の合意があるときを除き、これらの者の各人は、その成果又は手段を自

己の自由裁量により使用することができる。共同で排他権を所有する者の間の関係は、彼ら相互間の合

意によるものとする。知的活動の成果又は識別手段に対する排他権の実現化は、本法又は共有者間に

別段の定めがある場合を除き、共同でなされるものとする。知的活動の成果又は識別手段の共同処分か

らの所得は、権利共有者間の合意に別段の定めがある場合を除き、これらの者の間で均等に配分される。

各権利所有者は、知的活動の成果又は識別手段に対する自己の権利を守る手段による自衛権を有す
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る。  

 

4. 本法第1454条(3)、第 1466条(2)及び第 1518条(2)に規定する場合においては、同一の知的活動

の成果又は識別手段に対する独立の排他権は、異なる者が同時に所有することができる。 

 

5. 知的活動の成果及び識別手段に対する排他権に係る制限(補償金請求権を留保して、権利所有者の

同意なくして知的活動の使用が許容される場合を含む)は、本法の定めによる。学術、文学及び芸術の著

作物、著作隣接権の客体、発明、意匠並びに商標に対する排他権に係る上記の制限は、本条第 3 段

落、第4段落及び第5段落にいう条件に従う。学術、文学及び芸術の著作物並びに著作隣接権の客体

における排他権に係るこれらの制限は、これらの著作物又は客体の通常の利用を不当に妨げず、かつ、権

利所有者の正当な利益を不当に害さないことを条件として、一定の特別の場合に定められる。発明又は

意匠に対する排他権に係るこれらの制限は、その制限が発明又は意匠の通常の利用に不当に抵触しない

ことを条件として特別の場合に定められるものとし、かつ、権利所有者の正当な利益を不当に害しない第三

者の正当な利益を考慮に入れるものとする。商標に対する排他権に係る制限は、権利所有者及び第三

者の正当な利益を考慮に入れることを条件として、特別の場合に課される。 

Q5 関連法律規定中には、知的財産権侵害者に対する刑事訴訟を提起できる者は誰と規定されていますか？ 

A5 刑事訴訟法に基づき、（権利者等の被害者より申し立てを受けた場合）検察官、調査員、糾問機関、そして

裁判所裁判官が権限を有する。 

Q6 権利者が、検察官と同様、刑事訴訟を提起する当事者になる場合、実施権者（ライセンシー）が権利者に

代わって刑事訴訟を起こす事は可能でしょうか、またそうするために何か要件はありますか？ 

A6 不可能である。 

Q7 当局（行政当局又は司法機関等）が職権により刑事訴訟を起こす事は可能ですか。 

A7 権利者等の被害者より申し立てを受けた場合を除き、職権により刑事訴訟を提起することは不可能である。  

Q8 捜査（例: 警察等)と検察当局は、著作権侵害対策を含む知的財産関連の特殊機関を設けていますか。 

A8 特殊機関は設けられておらず、経済全般における事件を担当する部門で取り扱われる。 

Q9 貴国において、知的財産を専門とする裁判所（もしくは過去に知的財産を専門としていた裁判所)で刑事執

行を行う部門はありますか。そうでなければ、知的財産の刑事執行は一般の刑事裁判所で行われています

か。 

A9 専門の部門は設けられておらず、一般的な刑事裁判所で取り扱われる。 

Q10 行政手続（例：税関による手続）が刑事訴追に発展することは可能ですか。もし可能であれば、押収物品

の金銭的価値額など、そのための基準／要件についてご教示ください。 

A10 (1)再犯の場合、 

 (2)裁判所により損害が重大（金額にして 105 万 RUB（約 200 万円）以上）と判断される場合、可能で

ある。 

Q11 違反者が法人である場合、取締役、部長、及び経営責任者にも刑事責任はありますか。警察は通常このよ

うな人々をレイド（摘発）の際に逮捕しますか。 
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A11 犯罪の事実や犯罪意図が証明された場合、管理/経営責任者も逮捕の対象となり得る。 

Q12 刑事執行の裁判所は証拠をどのように取り扱いますか。当事者には関連当局（検察官、警察 等）に対し

て立証責任はありますか。 

A12 裁判所は証拠の収集に関して、能動的あるいは受動的の何れの役割も果たし得る。即ち、当事者より提出さ

れた証拠について、裁判所は独自裁量により、必要に応じて当事者あるいは第三者に対して追加証拠資料の

提出を命じることができる。立証責任は当事者あるいは当局に課される。損害額の試算、押収品の運搬や保管、

専門的解釈、裁判所における証人といった様々な局面において、申立人は警察を支援する必要がある。  

Q13 刑期の最短/最長期間はどの様に定められていますか。 

A13 刑法に基づき、 

特許、実用新案そして工業意匠：６ヶ月以上６年以下、あるいは 480 時間を上限とする義務的な作業、あ

るいは２～５年を上限とする義務的な労働。 

剽窃行為：６ヶ月以上２年以下、あるいは480時間を上限とする義務的な作業、あるいは２年を上限とする

義務的な労働、あるいは２年を上限とする矯正的な労働。 

商標、役務商標、そして原産地偽装：２年を上限とする矯正的な労働、あるいは２年を上限とする社会奉仕

活動、あるいは２年を上限とする自由刑。同様の犯罪が組織によりなされた場合には、５年を上限とする社会

奉仕活動、６年を上限とする自由刑。 

Q14 刑事執行において刑期の平均をお答えください。（可能であれば、分母を 10件以上とした平均をお答えくだ

さい。） 

A14 約 1～2年間（2010～2015年に裁判所が下した判決よりランダムに選定した25件を見ると、刑期の内訳は

2年：8件、２年以上３年以下：３件、６ヶ月：7件、400時間の社会奉仕活動：２件、執行猶予付き

１～３年：５件）。 

Q15 罰金の最低額と最高額はどの様に定められていますか。 

A15 特許、実用新案、工業意匠：20 万 RUB（約 38 万円）を上限とする罰金、あるいは 18 ヶ月分の給与ある

いはその他収益の没収。複数人による犯罪、あるいは組織犯罪については 10 万 RUB(約 19 万円）以上 30

万 RUB（約 57 万円）以下の罰金、あるいは１～年分の給与あるいはその他収益の没収。 

剽窃：犯罪行為が権利者に多大な損害を与えた場合、２０万 RUB(約 38 万円）の罰金、あるいは 18 ヶ

月分の給与あるいはその他収益の没収。 

商標、役務商標、原産地偽装：犯罪行為が再犯であったり、多大な損害を発生させたりした場合、10 万

RUB（約 19 万円）以上 30 万 RUB(約 57 万円）以下の罰金、あるいは２年を上限とする期間分の給与

あるいはその他収益の没収。複数人による同様の犯罪については 20 万 RUB(約 38 万円）以上 40 万

RUB(約 76万円）以下の罰金、あるいは 18 ヶ月以上３年以内の期間分の給与あるいはその他収益の没収。 

組織犯罪：50 万 RUB(約 95 万円）以上 100 万 RUB(約 190 万円）以下の罰金、あるいは３～５年

を上限とする期間分の給与あるいはその他収益の没収。 

  

Q16 刑事執行において罰金額の平均をお答えください。（可能であれば、分母を10件以上とした平均をお答えく

ださい。） 

A16 罰金刑を伴うほとんどの刑事事件において、裁判所は民事手続きを参照して金額を算定している。商標関連の
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刑事事件の場合、平均的な罰金額は５万 RUB（約 9 万 5,000 円）を下回る。 

Q17 事前の手続きとして捜索/差押許可状（捜査令状）を得ることはできますか？また、かかる捜査令状の発行

権限者は誰ですか？ 

A17 可能である。刑事訴訟法第 182 条に基づき、捜査は調査員の、家宅捜索は裁判所の判断に基づいてそれぞ

れ履行される。警察の要請に応じて捜査令状を発行する権限は、裁判所にのみ与えられている。また、第69章

に基づき、捜査令状は喚問、予備審理、公判等における使用証拠となる物品の差押さえを目的としても発行さ

れ得る。 

  

 刑事訴訟法 

 第 182 条  

1. 捜索手続きの根拠となるのは、当該場所もしくは当該者に刑事事件に意義を有する凶器、物品、書類

及び財物のあることが予想しうる十分な情報が存在することである。 

2. 捜索は取調官の決定に基づいて行われる。  

3. 家宅捜索は本法典 165 条に定められた規定により採択される裁判所の決定に基づいて行われる。 

4. 取調官は捜索の開始までにその実施決定書を、また本条３項に規定された場合においては、その実施を

許可する裁判所の決定書を提示する。 

5. 取調官は捜索の開始までに刑事事件において意義を有する押収の対象となる物品、書類及び財物を自

主的に提出することを申し出る。上記の対象物が自主的に提出され、隠蔽の懸念となる理由が存在しな

い場合には、取調官は捜索を行わない権限を有する。 

6. 捜索手続きにおいて所有者が自主的に居室を開放しない場合には、全ての居室を強行して開放すること

ができる。この場合において財物の必要外の破 損は認められない。 

7. 取調官は、居室の捜索が行われた段階において、その居室の住人のプライバシー、その個人及び（もしく

は）家族の秘密、並びにその他の人のプライバシーが公表されないよう措置を講じる。 

8. 取調官は、捜索が行われた場所に在席する者達に対して、捜索が終了する までその場を離れること、また、

互いにもしくはその他の者と話を交わすことを禁ずる権限を有する。 

9. 捜索手続きに際しては如何なる場合においても接収された物件及び書類は回収される。 

10. 接収された物品、書類及び貴重品は立会人及び捜索に居合わせた者に提示し、必要な場合には、捜

索現場において梱包及び封印され、上記の者の署名により確認される。 

11. 捜索手続きには捜索が行われる居室の住人、もしくはその家族内の成人が参加する。捜索手続きには捜

索が行われる居室の住人の弁護人、並びに弁護士が参加する権限を有する。 （2002 年５月 29 日

改正Ｎ58－ＦＺ）  

12. 捜索手続きにおいては本法典 166 及び 167 条に基づき調書が作成される。  

13. 調書には、如何なる場所及び状況において物品、書類もしくは財物が摘発されたか、それらは自主的に提

供あるいは強制的に接収されたかを明記しなければならない。全ての接収物品、書類、財物は、数量、サ

イズ、重量、特徴及び可能である場合にはその価格を正確に明記して列挙しなければならない。 

14. 捜索段階において接収対象の物品、書類もしくは財物の破壊あるいは隠蔽の試みがなされた場合には、

これに関し調書においてしかるべき記載がなされ、その措置が明記される。  

15. 調書の写しは捜索が行われた居室の住人、もしくはその成人家族に手渡される。捜索が組織の居室にお

いて行われた場合には、調書の写しは当該組織の管理部門の代表者の署名に換えて手渡される。 

16. 捜索は被捜索者及び死体の発見を目的としても行われる。  
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Q18 刑事訴訟において、摘発から第一審判決が出るまでの平均期間をお答えください。（可能であれば、分母を

10 件以上とした平均をお答えください。） 

A18 最短で 6 ヶ月（再犯の場合や損害が甚大である場合等） 

最長で 1 年半（組織犯罪の場合等） 

所要期間は管轄裁判所、事件の背景、被告の対応等により異なるが、平均で約１年程度。  

Q19 刑事訴訟において、摘発から最終判決が出るまでの上訴を含めた平均期間をお答えください。（可能であれ

ば、分母を 10 件以上とした平均をお答えください。） 

A19 平均で１年半～2 年、最長で 3 年。 

Q20 累犯に対する制裁をお答えください。初犯より重い制裁が科せられますか。その場合は詳細をご教示くださ

い。 

A20 累犯に対しては初犯より重い刑罰が科される。  

Q21 逮捕された侵害者の立場に応じて罰金額/刑期は科せられますか（小売業者、卸売業者、製造業者、輸入

業者、輸出業者 等）また侵害商品による健康リスク（有害物質 等）、押収量、押収物の価値なども考

慮されますか。 

A21 量刑においては被告の立場、侵害品の特性、数量、価値等が考慮される。 

Q22 刑事訴訟において罪状を認めた場合に一般的に受ける減刑の割合をお答えください。可能であれば、元の刑

罰に対する割合（％）についてお答えください。 

A22  刑法第 61 条における規定条件（事故的要因による深刻でない違反行為であって、初犯のもの。軽度の犯罪

等）に該当する場合、自由刑については法定刑期からの減刑が考慮され得る。  

Q23 可能であれば、完遂率と有罪判決率をお答えください。（正確な統計データがない場合は、推定であること

を明記した上で最良推定値をお答えください。） 

A23 有罪判決率は 60～70%である。 

Q24 知的財産の権利者が刑事訴訟手続において負担しなければならない平均額をお答えください。弁護士費用、

倉庫費用、他。 私訴（代理人）と公訴（検察官）を識別してお答えください。 

A24 弁護士費用は担当の弁護士や事務所によって異なるが、経験上、約２万ドル（約 228 万円）から９万ドル

（約 1,200 万円）の間である。 

Q25 貴国において、知的財産の刑事執行が普及している分野又は業界はありますか。（例: 衣料及びスペアパ

ーツ等）可能であれば割合（％）でお答えください。 

A25 アルコール飲料、医薬品、タバコ、自動車部品、ソフトウェア、香水、ファッション、日用化学品、食品等。 
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知的財産権侵害件数（ロシア） 

知的財産の区分 2011 2012 2013 2014 2015 総計 

特許 

0 件 1 件 1 件 3 件 2 件 7 件 実用新案（ある場合) 

工業意匠（ある場合） 

商標 125 件 95 件 114 件 152 件 174 件 660 件 

著作権 2,336件 1,325件 1,071件 808 件 820 件 6,360件 

その他 
      

総計 2,461件 1,421件 1,186件 963 件 996 件 7,027件 
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Russia  

Q&A 

 

Q1 Is Criminal Enforcement available in your jurisdiction for: 

A1 (a) Patents Yes 

(b) Utility Models Yes 

(c) Industrial Designs Yes 

(d) Trademarks Yes 

(e) Copyrights Yes 

 (f) Other Rights Trade Secrets 

Q2 What Remedies are available in your jurisdiction for Criminal Enforcement?  

A2 The remedies are senentence, compulsory works, compulsory labor, corrective labor, and 

penalty. The type of punishment is decided by the judge based on case circumstance.  

Q3 To which agency can an IP owner submit complaints regarding IP infringement?  

A3 (a)Police Authorities Yes 

(b)Prosecutor Offices Yes 

(c)Criminal Courts No 

(d)Other Federal Antimonopoly Service, Federal Customs Service, Rospatent (Trademark 

Office) 

Q4 Can a Licensee submit complaints on behalf of the licensor（IP Owner）? Are there any 

requirements for doing so? 

A4 Yes, if the right is based on the exclusive license. If the license is not exclusive, but IP owner 

gave the PoA to licensee - it is also possible. (art. 1229 Civil Code).  

Q5 According to relevant laws, who can prosecute a criminal action against an IPR infringer? 

A5 According to Russian criminal procedure code, the prosecutor, investigator, body of inquiry and 

the judge are entitled to file criminal action.  

Q6 If an IP Owner can file a criminal action and prosecute an infringer as well as a prosecutor, 

can a Licensee file a Criminal action on behalf of the licensor（IP Owner）? Are there any 

requirements for doing so? 

A6 IP Owner can't do it by himself. 

  

Q7 Can authorities (including administrative, judicial, and any others where applicable) file a 

Criminal action on ex officio basis? If so, please indicate the name(s) of such authorities.  

A7 No (there should always be a complaint and other set of documents from the injured party - 

rights holder). Ex officio is possible in other Criminal cases which might indirectly involve IP 

(for example - fake alcohol based on lack of excise label).  
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Q8 Does the investigating (e.g. Police, etc) and prosecuting authorities have any specialized 

body in dealing with IP, including anti-piracy? 

A8 No. Just general economic departments that are entitled to deal with IP. But this is not their 

only specialty. 

Q9 Is there in your jurisdiction any Court with specialization in IP (or that had IP among its 

specialization) that also handles Criminal enforcement? Otherwise, is IP Criminal 

enforcement handled by regular Criminal Courts? 

A9 It can be handled by regular Criminal courts (general jurisdiction courts) only.  

Q10 Can an administrative action (e.g. customs action) turn into a criminal action? If so, please 

describe the threshold/requirement for the action, such as amount of monetary values of 

seized goods, etc. 

A10 Yes, two criterias: 1) repeated offence; 2) significant damage (over RUB 1,5 million- approx. 

US$ 25,000) - (the damage that can be recognized by the court as major, the law is not 

specified, the courts when setting should be based on the circumstances of each particular 

case). 

Q11 In case an offender is a juristic person, is the director, manager, or  any person responsible for 

the operation of such juristic person also liable to the penalty prescribed for such offence? 

Would the police normally arrest such person during a raid action?  

A11 In accordance to Russian legislation an offender can't be a jur istic person (legal entity), it 

should necesserily be a physical person. So for infringing action of a legal entity its officials 

may be deemed liable if their guilt and intent is proven.  

Q12 How do the courts in Criminal enforcement deal with evidence? Do the Parties have the 

burden of assisting authorities (e.g. public prosecutor, police) in producing them?  

A12 The Court can take both an active and passive role in collecting evidence. That is, the parties 

shall present evidence to the Court; also, the Court using its own discretion may order the 

parties or any third parties to submit additional evidence, as needed. The parties/authorities 

have the burden to provide evidence as per the court's order. We need to help police - 

calculation of damage size, sometimes arranging for transportation and storage of seized 

goods, expertise, position presentation before courts, helping with papers on the case etc.  

  

Q13 What is the minimum and maximum sentence provided? 

A13 According to Russian Criminal Code, for illegal use of an invention, utility model or industrial 

design the minimum sentence is 6 months; the maximum is 6 years or compulsory works for a 

term of up to 480 hours, or compulsory labor up to 2 - 5 years; For plagiarism the minimum 

sentence is 6 months; the maximum is 2 years; also can be imputed compulsory works up to 

480 hours, compalsoury labor for up to 2 years; corrective labor up to 2 years. Illegal use of a 

trademark, service mark, an appellation of origin or similar designations for homogeneous 

goods can be charged by correctional labor for up to two years or community service for a 
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period of up to two years, or imprisonment for up to two years; the same crime committed by 

an organized group community service for up to 5 years, or imprisonment for up to 6 years. 

Q14 What is the average imprisonment time issued during criminal enforcement? (If possible, 

generate this average based on 10+ cases) 

A14 The average imprisonment term is approximately 1-2 years. This is generated from random 

decisions granted by the Russian Supreme Court, General jurisdiction courts in the year 

2010-2015. Out of 25 decisions imposing imprisonment, there are 8 cases for which the 

imprisonment term is 2 years. While, the number of decisions imposing the imprisonment 

term from 2 years to 3 years is three. The number of decisions with imprisonment term of 6 

month is seven and 2 decisions with imposition compulsory community service for 400 hours ; 

five decision suspended sentence from 1 to 3 years.  

Q15 What is the minimum and maximum penalty provided? 

A15 Illegal use of an invention, utility model or industrial design shall be punished by a fine of up to 

two hundred thousand rubles (US$ 3,000) or the salary or other income for a period of 

eighteen months; The same acts committed by a group of persons by prior agreement or an 

organized group shall be punished by a fine of one hundred thousand (US$ 1500) to three 

hundred thousand rubles (US$ 4600) or the salary or other income for a period of one to two 

years. Plagiarism - if this act caused large-scale damage to the author or other right holder - 

this crime wil be punishable by a fine up to two hundred thousand rubles (US$ 3,000) or the 

salary or other income for a period of eighteen months. Illegal use of a trademark, service 

mark, an appellation of origin or similar designations for homogeneous goods, if the act is 

committed repeatedly or caused major damage - shall be punished by a fine of one hundred 

thousand to three hundred thousand rubles or the salary or other income for a period of up to 

two years; committed by a group of persons by prior conspiracy - shall be punished by a fine of 

two hundred thousand to four hundred thousand rubles US$ 6150) or the salary or other 

income for a period of eighteen months to three years;organized group - shall be punished by a 

fine of five hundred thousand (US$ 7600) to one million rubles (US$ 16100) or the salary or 

other income for a period of three to five years. 

Q16 What is the average of the amount of issued penalties in criminal Enforcement? (If possible, 

generate this average based on 10+ cases) 

A16 The statistics are not available. In most criminal cases with the requerement of penalties Court 

reffered it into civil legal proceedings. In the trademark cases considered in criminal 

proceeding, the average fine penalty is lower than RUB 50,000 (approx. US$ 750). 

Q17 Is it possible to obtain Search or Seizure warrant as a preliminary proceeding? Who will issue 

such warrant? 

A17 Yes. According to Article 182 of the Criminal Procedure Code, Search is based on the 

investigator's decision; the search in the private living house/premises is based on a judicial 

decision. The Court is the only authority allowed to grant a search warrant either on its own 
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discretion or upon an application filed by the Police. It is also provided in Section 69 that the 

search warrant can be directed for the purposes of seizing goods to be used as evidence for 

the sake of an inquiry, a preliminary hearing or even a trial, or the articles whose possession 

constitute an offence, or which has been obtained by unlawful means or which is reasonably 

suspected to have been used or intended to be used for committing an offence (e.g. 

infringement of a mark). Such process is not available for the rights holder. Only for 

law-enforcement bodies who have the responsibility and authority prescribed by law.  

Q18 What is the average time that a criminal enforcement case lasts from the seizure/raid action 

to a final decision in first instance? (If possible, generate this average based on 10+ cases)  

A18 The minimal time is 6 months if the act is committed repeatedly or caused major damage and 

it can go up to 1,5 years if committed by an organized group. Also, it depends on venue of 

proceedings. Exact timing depends on the case circumstance and behaviour of convicted 

persons. Timing terms may be suspended by authorities for various reasons. An average 

timeframe for a simple criminal TM infringement case could be about 1 year.  

Q19 What is the average time that a criminal enforcement case lasts from the seizure/raid action 

to a final and non-appealable decision, including appeals? (If possible, generate this average 

based on 10+ cases) 

A19 This can take up to 3 years. On average 1.5 to 2 years.  

Q20 What are the penalties against repeating offenders? Are they higher than the penalties 

which are imposed on first time offenders? If so, please provide details 

A20 The penalties against repeating offenders (can be found in Russian Criminal Code) are higher 

and judged by criminal litigation, not civil. (Please, see Qs 14, 15). 

Q21 Are fines and imprisonments based on the activity of the arrested counterfeiter (e.g. retailer, 

wholesaler, manufacturer, importer, exporter)? Or other factors such as the health risk 

factors resulting from the infringing goods (e.g hazardous substances etc), the volume of 

seized goods, or the value of seized goods? 

A21 Yes. 

Q22 What is the reduction anyone is likely to receive on a sentence in a criminal matter for 

entering a plea of guilty? Please use % if possible  

A22 According to the Criminal Code (Article 61) the mitigating circumstances are recognized: 

the commission of the first offense of minor or moderate severity due to accidental 

coincidence of circumstances; minority of the guilt; commission of a crime due to a confluence 

of difficult life circumstances or on motive of compassion; commission of a crime as a result of 

physical or mental coercion or by virtue of material, service or other dependence; commission 

of a crime in violation of the conditions of the legitimacy of necessary defense, detention of 

persons who committed the crime, extreme need, justified risk, superior orders;(...)  

In imposing sentence, may be taken into account as mitigating circumstances not provided for 



 

127 

by part one of this article. 

Q23 If available, please provide us with a completion and conviction rate (in the ab sence of 

precise statistics, we invite you to present us with your best estimate indicating that it is an 

estimate). 

A23 In criminal cases, the rate of conviction is approx. 60-70%. 

Q24 What is the average cost that an IP owner has to incur in order to proceed with Criminal 

Enforcement? If available, breakdowns such as attorney fee, storage fee and others (say, 

bond or security), where appropriate, is appreciated. Please distinguish between private 

prosecution (attorney) and public prosecution (public prosecutor). 

A24 Attorney fees can vary from case to case depending on representing attorneys and firm, etc, 

however, according to our experience an average fee would be approx. of US$ 20,000 

(minmum of Attorney's work) - US$ 90,000. 

Q25 Are there any areas/industries where IP Criminal Enforcement is particularly common in your 

jurisdiction (e.g. apparel or spare parts)? Please use % if possible.  

A25 The most common areas are alcohol 50%, drugs 40%, tobacco 20%, auto spare parts 60%, 

software 40-85%, perfumery 25% , fashion 30%, household chemicals 30-40%, food 25%. 

  



 14ヵ国 比較対照表

No. アラブ首長国連邦（AE） 中国（CN） エジプト（EG） フランス（FR） インドネシア（ID） インド（IN） イラン（IR）

　(a)特許 ○ ○ ○ ○ ○ × ○

　(b)実用新案(ある場合) ○ ○ ○ × ○ ×(制度無) ○

　(c)工業意匠(ある場合) ○ ○ ○ ○ ○ × ○

　(d)商標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　(e)著作権 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×(保護されない)

　(f)その他(例: 詐称通用、営業秘密、

等)

○

(営業秘密、守秘情報)

○

(営業秘密)

○

(営業秘密、詐称通用)

○

(営業秘密、著作隣接権、新植物品種、

データベース著作権)

○

(営業秘密、集計回路のレイアウト設計)

○

(営業秘密、地理的表示)

○

(詐称通用)

2 自由刑及び罰金刑
自由刑及び罰金刑

押収及び破棄処分

自由刑及び罰金刑

押収

営業停止

自由刑及び罰金刑

押収及び破棄処分

自由刑及び罰金刑

押収及び破棄処分

自由刑及び罰金刑

押収

自由刑及び罰金刑

押収

警察当局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

検察当局 ○ ○ ○ ○ × × ○

刑事裁判所 × ○ ○ ○ × ○ ×

その他 無 無 無
有

(調査担当判事)

有

(知的財産局の文民捜査官)
無 無

4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 検察官
最高人民検察

権利者

検察

権利者(専用実施権者)

権利者(専用実施権者)

検察官

税関当局

検察官
権利者

警察当局
検察官

6 × ○ × ○ × ○ ○

7 ○ ○ × ○ × ○ ×

8 ○ ○ ○ × × × ×

9 刑事裁判所
刑事裁判所

知的財産裁判所※一部地域
経済裁判所 刑事裁判所 地方裁判所 刑事裁判所

検察により指定されるテヘランの特定裁判

所(刑事裁判所第2裁判部がこれに相当)

10 ○ ○ ○ ○ × ○ ×

刑事責任 有 有 有 有 有 無 有

逮捕 対象となり得る 対象となり得る 不明 対象となり得る 対象となり得る 対象となり得る 対象となり得る

12 無 有 有 無 無 無 有

(a)特許 最短：3ヶ月　最長：2年 最短：1ヶ月　最長：3年 最短は規定なし　　最長：7年 最短は規定なし　最長：10年 規定なし 最短：91日　最長：6ヶ月

(b)実用新案(ある場合) 最短：3ヶ月　最長：2年 最短：1ヶ月　最長：3年 規定なし 最短は規定なし　最長：2年 規定なし 最短：91日　最長：6ヶ月

(c)工業意匠(ある場合) 最短：3ヶ月　最長：2年 最短：1ヶ月　最長：3年 最短は規定なし　最長：7年 最短は規定なし　最長：10年 規定なし 最短：91日　最長：6ヶ月

(d)商標 自由刑2年 最短：1ヶ月　最長：7年 最短：2ヶ月　再犯も同一 最短は規定なし　最長：7年 最短は規定なし　最長：10年 最短：6ヶ月　最長：3年 最短：91日　最長：6ヶ月

(e)著作権 最短：2ヶ月 最短：1ヶ月　最長：7年 罰金刑のみ 最短は規定なし　最長：7年 最短は規定なし　最長：10年 最短：7日　　最長：3年 規定なし

(f)その他(例: 詐称通用、営業秘密、等) 最短：3ヶ月　最長：2年
営業秘密

最短：1ヶ月　最長：7年
回答なし 最短は規定なし　最長：7年

地理的表示：4年

集積回路レイアウト：1年

地理的表示

最短：6ヶ月　最長：3年
最短：91日　最長：6ヶ月

平均刑期 ほとんどない 1年11ヶ月 6ヶ月 2.8ヶ月

商標：12ヶ月

意匠：6.6ヶ月

著作権：8.3ヶ月

1～1年半 不明

執行猶予の適用
○

担当判事の裁量

○

担当判事の裁量

○

担当判事の裁量

○

ほとんどの判決において適用

△

執行猶予の適用率は相対的に低い。

○

担当判事の裁量

○

担当判事の裁量

質問事項

1 産業財産権に対する有効な刑事執行

刑事的制裁

※自由刑（本調査においては、懲役・禁錮等を自由刑として記載）

3 権利者が告訴できる機関

11

違反者が法人である場合、取締役、部

長、及び経営責任者にも刑事責任はあ

るか。警察は通常このような人々をレ

イド(摘発)の際に逮捕するか。

13 刑期の最短・最長期間

14 刑事執行における平均刑期

初犯は罰金刑のみ

再犯時のみ2年以下

実施権者(ライセンシー)が権利者に代わって告訴できるか。

権利者が、検察官と同様、刑事訴訟を提起する当事者になる場合、

実施権者(ライセンシー)が権利者に代わって刑事訴訟を起こす事は可能か？

行政手続(例：税関による手続)が刑事訴追に発展することは可能か。

当事者には関連当局(検察官、警察 等)に対して立証責任はあるか。

起訴権を有している者

当局(行政当局または司法機関等)が職権により刑事訴訟を起こす事は可能か

捜査(例: 警察等)と検察当局は、著作権侵害対策を含む知的財産関連の特殊機関を

設けているか？

刑事執行はどの裁判所で行われるのか？



 14ヵ国 比較対照表

No. アラブ首長国連邦（AE） 中国（CN） エジプト（EG） フランス（FR） インドネシア（ID） インド（IN） イラン（IR）質問事項

(a)特許
最低額：約16万円

最高額：約310万円

最低額：約12万円

最高額：約120万円

最低額の規定なし

最高額：約3,500万円
規定なし

(b)実用新案(ある場合)
最低額：約16万円

最高額：約310万円

最低額：約12万円

最高額：約120万円

最低額の規定なし

最高額：約500万円
規定なし

(c)工業意匠(ある場合)
最低額：約16万円

最高額：約310万円

最低額：約24万円

最高額：約120万円

最低額の規定なし

最高額：約300万円
規定なし

(d)商標 最高額：約775万円
最低額：約3万円

最高額：約30万円

最低額の規定なし

最高額：約5千万円

最低額：約9万円

最高額：約34万円

(e)著作権
最低額：約31万円

最高額：約155万円

最低額：約6千円

最高額：約12万円

著作権：最低額の規定なし

　　　　最高額：約4千万円

最低額：約9万円

最高額：約34万円

(f)その他(例: 詐称通用、営業秘密、等)
ノウハウ：最低額：約16万円

　　　　　最高額：約310万円
回答なし

地理的表示：最高額 約2千万円

集積回路レイアウト：最高額 約300万円

最低額：約9万円

最高額：約34万円

16 刑事執行における平均罰金額 平均罰金額 約16～31万円 約125万円 約6万円 約21万円

商標：約6万円

意匠：約51万円

著作権：約42万円

約17万円 約1～12万円

17 検察 公安当局 裁判所判事 裁判所判事 裁判所判事 裁判所 検察

18 12～18ヶ月 通常は6～12ヶ月 12～18ヶ月 約37ヶ月 1年7ヶ月程度 8～10年 6～12ヶ月

19 18～36ヶ月 9ヶ月～19ヶ月程度 24～36ヶ月 5～6年 3年9ヶ月程度 12～14年 18～24ヶ月

20 科せられる 科せられる 科せられる 科せられる 不明 科せられる 科せられる

21 考慮される 考慮される 考慮される 考慮される 考慮される 考慮される 考慮される

22 全ては担当判事の裁量による。 減刑され得る
自由刑についての減刑され得る

侵害品の押収や罰金刑は減刑の対象外
減刑され得る 減刑の割合については有用な情報ない 減刑され得る。50～75％ 減刑され得る

有罪判決率 95％以上 約90％ 約65％ 約44% 約80～90％ 約90％

完遂率 不明 不明 不明 不明 不明 不明

24 約250万円 約800万円 約100万円 約60～600万円 約170万～230万円 約70万円 約200万円～

25 全般
日用消費財、電子工学製品、高級品、ス

ポーツ用品等。

実務経験上、アパレル(40％)、各種部品

(20％)、電子機器(20％)、その他(20％)

と推定。

ファッション及び貴金属類、携帯電話、セ

ルフケア製品。

医薬品、機械、服飾、ソフトウェア、音

楽、映画、書籍

アパレル、靴、医薬品、アクセサリー、車

両用部品、海賊版CD。

主に服飾、各種部品、化粧品、靴、台所用

品等。

23 完遂率と有罪判決率

15 罰金の最低額と最高額
最低額の規定なし

最高額：約4億6千万円

知的財産の刑事執行が普及している分野又は業界は(例:　衣料及びスペアパーツ

等)

刑事訴訟において罪状を認めた場合に一般的に受ける減刑の割合

累犯に対する制裁について、初犯より重い制裁が科せられるか

逮捕された侵害者の立場を考慮して罰金額・刑期は科せられるか？また侵害商品

による健康リスク(有害物質　等)、押収量、押収物の価値なども考慮されるか？

知的財産の権利者が刑事訴訟手続において負担しなければならない平均額

（裁判所費用、弁護士費用、倉庫費用等を含む）

刑事訴訟において、摘発から第一審判決が出るまでの平均期間

刑事訴訟において、摘発から最終判決が出るまでの上訴を含めた平均期間

最低額：約2万円

最高額：違法収益の100％から500％、あ

るいは違法営業売上の50％から100％

最低額：約4万円

最高額：約20万円

公表されているデータはなく、

推定も難しい。

事前の手続きとして捜索・差押許可状(捜査令状)の発行権限者は誰か？
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No.

　(a)特許

　(b)実用新案(ある場合)

　(c)工業意匠(ある場合)

　(d)商標

　(e)著作権

　(f)その他(例: 詐称通用、営業秘密、

等)

2

警察当局

検察当局

刑事裁判所

その他

4

5

6

7

8

9

10

刑事責任

逮捕

12

(a)特許

(b)実用新案(ある場合)

(c)工業意匠(ある場合)

(d)商標

(e)著作権

(f)その他(例: 詐称通用、営業秘密、等)

平均刑期

執行猶予の適用

質問事項

1 産業財産権に対する有効な刑事執行

刑事的制裁

※自由刑（本調査においては、懲役・禁錮等を自由刑として記載）

3 権利者が告訴できる機関

11

違反者が法人である場合、取締役、部

長、及び経営責任者にも刑事責任はあ

るか。警察は通常このような人々をレ

イド(摘発)の際に逮捕するか。

13 刑期の最短・最長期間

14 刑事執行における平均刑期

実施権者(ライセンシー)が権利者に代わって告訴できるか。

権利者が、検察官と同様、刑事訴訟を提起する当事者になる場合、

実施権者(ライセンシー)が権利者に代わって刑事訴訟を起こす事は可能か？

行政手続(例：税関による手続)が刑事訴追に発展することは可能か。

当事者には関連当局(検察官、警察 等)に対して立証責任はあるか。

起訴権を有している者

当局(行政当局または司法機関等)が職権により刑事訴訟を起こす事は可能か

捜査(例: 警察等)と検察当局は、著作権侵害対策を含む知的財産関連の特殊機関を

設けているか？

刑事執行はどの裁判所で行われるのか？

日本（JP） フィリピン（PH） ロシア（RU） サウジアラビア（SA） タイ（TH） アメリカ合衆国（US） ベトナム（VN）

○ ○ ○ ○ ○ × ×

○ ○ ○ ×(制度無) ○ ×(制度無) ×(制度無)

○ ○ ○ ○ ○ × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○

(混同惹起行為、著名表示冒用行為、

営業秘密に関する不正行為等)

○

(不正競争、詐称通用、営業秘密、原産地

偽装、虚偽表示)

○

(営業秘密)
×

○

(営業秘密、詐称通用、その他、刑法に規

定される商取引上の違反行為)

○

(営業秘密、詐称通用)
×

自由刑及び罰金刑

押収
自由刑及び罰金刑

自由刑及び罰金刑

強制労働
自由刑及び罰金刑

自由刑及び罰金刑

押収及び破棄処分

自由刑及び罰金刑

押収及び返還処分

自由刑及び罰金刑

押収及び破棄処分

営業許可証の剥奪

営業停止

再教育、更生活動等。

○

(ただし、司法警察員に限る)
○ ○ × ○ × ○

○ ○ ○ × × ○ ×

× × × × × × ×

無 無
連邦公正取引委員会、連邦税関、

知的財産局

商標　　　　ACFD

特許・意匠　特許紛争委員会

著作権　　　著作権委員会

無 無 無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

検察官 検察官
検察、調査員、

糾問機関、裁判所判事

特許、意匠:特許紛争委員会

著作権：著作権委員会

商標：ACFD

検察官

権利者

検察

公的行政機関
検察官

× × × ○ ○ × ×

○ ○ × ○ ○ ○ ○

× ○ × × ○ ○ ×

刑事裁判所 商務裁判所 刑事裁判所 刑事裁判所 中央知的財産・国際貿易裁判所 連邦地方裁判所 刑事裁判所

○ × ○ ○ ○ ○ ○

有 有 有 有 有 有 有

対象となり得る 無 対象となり得る 対象となり得る 対象となり得る 対象となり得る 無

有 有 有 無 有 有 有

最短：1年　最長：10年 最短：6ヶ月　最長：3年 最短：6ヶ月　最高：6年 規定なし 最短は規定なし　最長：2年 最短は規定なし　最長：終身刑 規定なし

最短：1年　最長：10年 最短：6ヶ月　最長：3年 最短：6ヶ月　最高：6年 規定なし 最短は規定なし　最長：2年 規定なし 規定なし

最短：1年　最長：10年 最短：6ヶ月　最長：3年 最短：6ヶ月　最高：6年 規定なし 最短は規定なし　最長：2年 最短は規定なし　最長：終身刑 規定なし

最短：1年　最長：10年 最短：2年　　最長：5年 最短：6ヶ月　最高：6年 最短：1ヶ月　最長：3年 最短は規定なし　最長：4年 最短は規定なし　最長：終身刑 最短は規定なし　最長：終身刑/死刑

最短：1年　最長：10年 最短：1年　　最長：9年 回答なし 回答なし 最短：3ヶ月　　最長：4年 最短：1年　　　最長：10年 最短は規定なし　最長：終身刑/死刑

不正競争防止法

最長：10年

営業秘密：最短：6ヶ月＋1日

　　　　　最高：1年8ヶ月＋20日
回答なし 無

営業秘密：最短は規定なし

　　　　　最長：2年
最短は規定なし　最長：15年 無

商標法：1年8ヶ月

著作権法：1年1ヶ月

不正競争防止法：2年3ヶ月

商標及び不正競争：2年

著作権：2年半
1年半 ほとんどない 6ヶ月以下 著作権／商標侵害の場合 21ヶ月程度 3ヶ月～6ヶ月

○

裁判所が個別に判断

○

担当判事の裁量

○

担当判事の裁量

○

担当判事の裁量

○

担当判事の裁量

○

担当判事の裁量

○

担当判事の裁量



 14ヵ国 比較対照表

No. 質問事項

(a)特許

(b)実用新案(ある場合)

(c)工業意匠(ある場合)

(d)商標

(e)著作権

(f)その他(例: 詐称通用、営業秘密、等)

16 刑事執行における平均罰金額 平均罰金額

17

18

19

20

21

22

有罪判決率

完遂率

24

25

23 完遂率と有罪判決率

15 罰金の最低額と最高額

知的財産の刑事執行が普及している分野又は業界は(例:　衣料及びスペアパーツ

等)

刑事訴訟において罪状を認めた場合に一般的に受ける減刑の割合

累犯に対する制裁について、初犯より重い制裁が科せられるか

逮捕された侵害者の立場を考慮して罰金額・刑期は科せられるか？また侵害商品

による健康リスク(有害物質　等)、押収量、押収物の価値なども考慮されるか？

知的財産の権利者が刑事訴訟手続において負担しなければならない平均額

（裁判所費用、弁護士費用、倉庫費用等を含む）

刑事訴訟において、摘発から第一審判決が出るまでの平均期間

刑事訴訟において、摘発から最終判決が出るまでの上訴を含めた平均期間

事前の手続きとして捜索・差押許可状(捜査令状)の発行権限者は誰か？

日本（JP） フィリピン（PH） ロシア（RU） サウジアラビア（SA） タイ（TH） アメリカ合衆国（US） ベトナム（VN）

最低額：1万円

最高額：1千万円(個人)、3億円(法人)

最低額：約23万円

最高額：約69万円
最高額：約57万円 最高額：約600万円

最低額の規定なし

最高額：約125万円

最低額の規定なし

最高額：約34億円以下

最低額：1万円

最高額：500万円(個人)、3億円(法人)

最低額：約23万円

最高額：約69万円
最高額：約57万円 規定なし

最低額の規定なし

最高額：約125万円
規定なし

最低額：1万円

最高額：1千万(個人)、3億円(法人)

最低額：約23万円

最高額：約69万円
最高額：約57万円 最高額：約600万円

最低額の規定なし

最高額：約125万円

最低額の規定なし

最高額：約34億円以下

最低額：1万円

最高額：1千万(個人)、3億円(法人)

最低額：約12万円

最高額：約46万円

最低額：約19万円

最高額：約190万円

最低額：約15万円

最高額：約3千万円

最低額の規定なし

最高額：約125万円

最低額の規定なし

最高額：約34億円以下

最低額：1万円

最高額：1千万(個人)、3億円(法人)

最低額：約2万円

最高額：約345万円
回答なし 最高額：約1500万円

最低額：約3万円

最高額：約250万円

最低：損失の2倍以上

最高額：約17億円

不正競争防止法

最低額1万円

最高額3千万円(個人)、10億円(法人)

不正競争：最低額　約12万円

　　　　　最高額　約46万円

営業秘密：最低額　約1200円

回答なし 規定なし

営業秘密

最低額の規定なし

最高額：約62万円

営業秘密

最低額の規定なし

最高額：約5億7千万円

意匠：20万円

商標：152万円

著作権：33万円

不正競争防止：135万円

商標及び不正競争：約17万円

著作権：約23万円
約10万円 約150～600万円 約3万円

著作権あるいは商標侵害

約1,230万円
約25～50万円

裁判官 管轄裁判所／商務裁判所 裁判所 裁判所、商業詐欺防止部(ACFD) 裁判所 連邦地方裁判所

1)人民検察院

2)裁判所

3)警察（人民検察院の承認要）

3ヶ月 約3年 約1年 14～18ヶ月 約10ヶ月程度 約10.6ヶ月程度 8～12ヶ月

16.4ヶ月 約9年 1年半～2年 18～28ヶ月 約4～5年 約3年半から4年 18～24ヶ月

科せられる 科せられる 科せられる 理論上、科せられる。 科せられる 科せられる 科せられる

考慮される 考慮される 考慮される 考慮される 考慮される 考慮される 考慮される

減刑され得る 減刑され得る 減刑され得る 不明 減刑され得る 減刑され得る 約35％程度 減刑され得る

ほぼ100% 約30～40％ 約60～70％。 不明 約90% 約3.5％

不明 ほとんどの事件は終審に至らない 不明 約80～90％ 不明 不明

不明 約600万円 約230万円～1200万円 約170～280万円 約180万円 不明 不明

バッグ・衣服、映画DVDやソフトウェア

等

アパレル(50％)、化粧品(15％)、食品・

医薬品(15％)、車両用パーツ・付属品

(10％)、書籍やDVD等(10％)。

アルコール飲料、医薬品、タバコ、自動車

部品、ソフトウェア、香水、ファッショ

ン、日用化学品、食品等。

特定は難しい。
服飾、アクセサリー、スペアパーツ及び海

賊版ＣＤ

玩具、デザイナータグ・ラベル類、コン

ピュータ付属品、DVD、ハンドバッグ及

び財布、医薬品、化粧品、時計、貴金属、

靴、電子製品、アパレル等。数量ではアパ

レルが(全体の28％)、金銭的価値では時

計及び貴金属(総額の31％)

車両用部品、ファッション、食品、電気製

品等。

最低額：約25万円

最高額：約250万円

公表されているデータはなく、

推定も難しい。



 14ヵ国 刑事事件 統計資料

国

(件数順
知的財産の区分 2011 2012 2013 2014 2015 総計 備考

(a)特許 - - - - - -

(b)実用新案（ある場合) - - - - - -

(c)工業意匠(ある場合） - - - - - -

(d)商標 約250件 約250件 約250件 約300件 約300件 約1350件

(e)著作権 - - - - - -

(f)その他（例　詐称通用、営業秘密、等) - - - - - -

総計 約250件 約250件 約250件 約300件 約300件 約1350件

(a)特許 1件 63件 1件 1件 1件 67件

(b)実用新案（ある場合) - - - - - -

(c)工業意匠(ある場合） - - - - - -

(d)商標 2,293件 4,533件 3,392件 4,331件 4,280件 18,829件

(e)著作権 624件 3,045件 1,514件 734件 528件 6,445件

(f)その他（営業秘密のみ) 49件 43件 50件 37件 47件 226件

総計 2,967件 7,684件 4,957件 5,103件 4,856件 25,567件

(a)特許

(b)実用新案（ある場合)

(c)工業意匠(ある場合）

(d)商標

(e)著作権

(f)その他（例　詐称通用、営業秘密、等)

総計

(a)特許

(b)実用新案（ある場合)

(c)工業意匠(ある場合）

(d)商標

(e)著作権

(f)その他（例　詐称通用、営業秘密、等)

総計

(a)特許 0 0 0 0 0 0

(b)実用新案（ある場合) 0 0 0 0 0 0

(c)工業意匠(ある場合） 0 1件 2件 1件 1件 5件

(d)商標 5件 7件 7件 9件 3件 31件

(e)著作権 2件 3件 6件 3件 1件 15件

(f)その他（営業秘密のみ) 0 0 0 0 0 0

総計 7件 11 15 13件 5件 51件

(a)特許 - - - - - -

(b)実用新案（ある場合) - - - - - -

(c)工業意匠(ある場合） - - - - - -

(d)商標 300件 400件 500件 600件 800件 2,600件

(e)著作権 90件 100件 100件 150件 200件 640件

(f)その他（例　詐称通用、営業秘密、等) 2件 2件 5件 7件 10件 26件

総計 392件 502件 605件 757件 1,010件 3,266件

(a)特許

(b)実用新案（ある場合)

(c)工業意匠(ある場合）

(d)商標

(e)著作権

(f)その他（例　詐称通用、営業秘密、等)

総計

(a)特許

(b)実用新案（ある場合)

(c)工業意匠(ある場合）

(d)商標 92件 80件 65件 82件 81件 400件

(e)著作権 79件 86件 53件 76件 48件 342件

(f)その他（例　詐称通用、営業秘密、等) 不明 不明 不明 多くとも5件** 多くとも11件**多くとも12件**

総計 171件 166件 118件 163件 140件 754件

(a)特許 - - - - - -

(b)実用新案（ある場合) - - - - - -

(c)工業意匠(ある場合） - - - - - -

(d)商標 69件 56件 43件 38件 43件 249件

(e)著作権 - 1件 1件 1件 1件 4件

(f)その他（例　詐称通用、営業秘密、等) - - - - - -

総計 69件 57件 44件 39件 44件 253件

(a)特許

(b)実用新案（ある場合)

(c)工業意匠(ある場合）

(d)商標 125件 95件 114件 152件 174件 660件

(e)著作権 2,336件 1,325件 1,071件 808件 820件 6,360件

(f)その他（例　詐称通用、営業秘密、等) - - - - - -

総計 2,461件 1,421件 1,186件 963件 996件 7,027件

(a)特許

(b)実用新案（ある場合)

(c)工業意匠(ある場合）

(d)商標

(e)著作権

(f)その他（例　詐称通用、営業秘密、等)

総計

(a)特許 16件 13件 12件 31件 12件 84件

(b)実用新案（ある場合) 0*

(c)工業意匠(ある場合） 0*

(d)商標 3,511件 4,144件 4,198件 4,150件 3,688件 1,9691件

(e)著作権 1,214件 1,181件 1,002件 894件 854件 5,145件

(f)その他（例　詐称通用、営業秘密、等) 1件 4件 2件 2件 3件 12件

総計 4,742件 5,342件 5,214件 5,077件 4,557件 24,932件

(a)特許

(b)実用新案（ある場合)

(c)工業意匠(ある場合）

(d)商標、著作権 188件 170件 170件 146件 95件 769件

(e)偽造 475件 547件 401件 478件 363件 2,264件

(f)その他（例　詐称通用、営業秘密、等) 8件 8件 8件 10件 10件 44件

総計 671件 725件 579件 634件 468件 3,077件

(a)特許 0 0 0 0 0 0

(b)実用新案（ある場合) 0 0 0 0 0 0

(c)工業意匠(ある場合） 0 0 0 0 0 0

(d)商標 100件* 276件 560件 665件 631件 2,232件

(e)著作権 0* 0* 0* 0* 0* 0*

(f)その他（例　詐称通用、営業秘密、等) 0 0 0 0 0 0

総計 100件* 276件 560件 665件 631件 2,232件

0* 0*

数字はメトロマニラにおける全12箇所の地

区裁判所に照会し、内５箇所より受けた回

答を集計したものであり、正確な統計デー

タはない。

商標について有用な情報はなく、推定不可

能。担当事務所が2000年以降現在迄に関与

した刑事事件は４件。その他については担

当事務所が知り得る範囲では、刑事事件は

存在しない。

*推定

**警察の検挙数から推定

-

0* 0*0*

数字は最高裁判所ウェブサイトを通じて確

認可能な判決情報に基づくものであり、全

ての判決が網羅されていない

正確な統計は入手不可能なため、件数は推

定である。

有用な統計データはない。内務省担当官を

通じて得られた非公式情報によると、現在

迄に取り扱われた刑事事件の件数は①商標

関連141件、②原産地・出所表示関連

2,262件、著作権関連289件（著作権侵害

による押収品総数は29,315点）。

*特許に含まれる

*推定

2010-2016の年間平均件数8.6件による推

定

2013年分は推測値

関連する裁判所判決より同様の統計情報を

入手することは非常に困難である。

564件 3,310件

商標を除き、担当現地事務所が知り得る範

囲では、該当する刑事事件はない。

種別毎の件数統計は入手不可能。上記は司

法省公表による全種別対象の件数。

ベトナム

(7)

エジプト

(9)

インド

(5)

7件0 1件 1件 3件 2件

660件 730件

0*

-

-

741件 615件

UAE

(8)

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ

米国

(6)

フランス

(4)

イラン

フィリピ

ン

(11)

ロシア

(3)

日本

(10)

中国

(1)

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

(12)

タイ

(2)



各国別 ケースリスト

国コード 国名 押収数量 区分 累犯 事件番号 判決日 権利者 侵害者

CC Country
Total costs in criminal

proceedings
費用（円換算）

The amount of seized

goods
Estimate Value 推定価値（円換算） The amount of fines 罰金額（円換算） Sentence 刑期集計日数 IP Type Repeated offense Case Code Decision date Right Holder Infringer

費用 推定価値 罰金額 刑期

RU Russia

$78,300(to date, case

pending)

Agent Fee：61,000

Storage Fee：17,300

¥9,000,000

35,000

(shampoos, household

cleaning prodicts,

shavers)

$158,000 ¥18,170,000 N/A N/A N/A N/A Trademark yes N/A N/A N/A N/A

RU Russia

$20,000(case finished)

Agent Fee：20,000

Storage Fee：n/a

¥2,300,000
3,500

(detergent)
$28,000 ¥3,220,000 N/A N/A 2 years (+ probation) 730 Trademark None N/A N/A N/A N/A

RU Russia

$20,000(case finished)

Agent Fee：20,000

Storage Fee：n/a

¥2,300,000
3,414

(perfumes)
$41,500 ¥4,772,500 N/A N/A 2 years 730 Trademark None N/A N/A N/A N/A

RU Russia

$52,366(case finished)

Agent Fee：52,366

Storage Fee：n/a(stored

and destroyed by police)

¥6,000,000

8,193

(engine oil, labels,

caps etc.)

$26,783 ¥3,080,045 N/A N/A discharged from liability - Trademark None N/A N/A N/A N/A

RU Russia N/A N/A Alcohol (amount n/a) USD38,281 ¥4,402,315 fine - USD 2,500 ¥287,500 no 0 Trademark yes 22К-1333/2015 2015/05/12
Various (Hennessy, Olmeca,

Johnnie Walker TMs)
Khanlarov A.M.

RU Russia N/A N/A Clothes (amount n/a) N/A N/A fine - USD 15,000 ¥1,725,000 no 0 Trademark N/A N/A 2014/03/24 N/A N/A

RU Russia N/A N/A Clothes (amount n/a) N/A N/A N/A N/A home arrest - 10 months 300 Trademark N/A N/A 2013/09/09 N/A N/A

RU Russia N/A N/A
Clothes and shoes

(amount n/a)
N/A N/A N/A N/A compulsory community service 0 Trademark N/A 1-21/2016 2016/04/29

Adidas AG, Nike

International Limited,

Chanel SARl

N/A

RU Russia N/A N/A
Clothes and shoes

(amount n/a)
USD4,026 ¥462,990 USD 1,666 ¥191,590 no 0 Trademark N/A 1- 55/2015 2015/08/26

Adidas AG, Nike

International Limited,

Chanel SARl

Bayramov D.I.

RU Russia N/A N/A Shoes (amount n/a) USD1,355 ¥155,825 N/A N/A 6 months of imprisonment 180 Trademark N/A 1- 26/2014 2014/02/17
Adidas AG, Nike

International Limited
Ibragimli M.F.o.

RU Russia N/A N/A
Shoes and clothes

(amount n/a)
N/A N/A USD 333 ¥38,295 no 0 Trademark yes 1-24/2014 2014/08/08 n/a N/A
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